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※警察庁統計資料をもとに作成

自殺に関する統計データから見えてくるもの

効求人倍率は急落し，失業率は急上昇しました。定職に就いている人も，

給料は減り，将来設計が困難な時代となり，労働に対する価値観と生き

方の変容を余儀なくされることになりました。日本人全体の自殺が急増

しましたが，労働者の自殺も増えていたのです。

その後，景気の回復に伴い自殺の減少が期待されましたが，その期待

は大きく裏切られました。戦後最長と言われるほどの好景気に入って，

有効求人倍率は上昇し失業率が低下したにもかかわらず，自殺はいっこ

うに減少しなかったのです（平成２２年以後は，ゆるやかな減少傾向にあ

ります）。

さらに年代別，原因・動機別の統計データを図表�・２（８ページ）に

示しました。

年代では，相変わらず６０歳以上が（６０代，７０代，それ以上も含むので）

最多ですが，働き盛りと言われる３０代，４０代，５０代の自殺が多いという

ことは重要な着目点です。

労働に対する価値観
生き方

景気の回復

年代別
原因・動機別

働き盛り

図表�・１ 自殺者数の年度推移

第Ⅰ章 問われる企業と管理監督者の責任
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※警察庁統計資料（警察庁生活安全局生活安全企画課2015年）にもとづく

原因・動機別では，健康問題，経済・生活問題，家庭問題，そして勤

務問題の順となっています。トップの「健康問題」に「過労」の問題も

包含されていることは，容易に想像できます。

労働者の自殺急増の現状から，労働のあり方をいま一度，考え直さな

くてはならない時期に来ていると言えます。

健康問題

労働のあり方

図表�・２ 年代別，原因・動機別自殺者の統計データ
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